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はじめに

近年、地球温暖化防止や生物多様性保全等の観点から、社会の森林に対する

期待は高まりみせており、各地で企業等が主体となった森づくり活動や、NPO
等による森づくり活動の支援の取り組みが広がりつつある。そして、活動を開

始する際に社会性が高く適切なコーディネートができる団体を選択する観点や、

活動の実施後に活動を通して得られた成果や効果を幅広く社会に公表する観点

から、評価手法の開発への要望は高まっている。

その中で、環境貢献度を中心とした定量的評価手法は、これまでも各地域で

開発が試みられてきたところである。しかしながら、「国民参加の森林づくり」

の活動を通して発揮することが期待される要素として、環境貢献度等といった

面的に森林整備を促進することで価値が高まる要素は部分的である。つまり、

持続的・計画的に活動が実施できる体制づくりや、多様な主体が参加する仕組

みづくりといった、定量的評価手法で評価することができない要素（一定の指

標での定量的な測定が困難な要素等）、あるいは定量的に評価することが適切で

はない要素（地域の状況に合わせて適切なプロセスを経ることが重要な要素等）

に焦点を当てた評価手法を開発することが重要であると考えられる。そのため、

本調査では定量的な評価手法に加えて、定性的な評価手法についても検討する

こととした。

なお、定性的な評価手法を検討する際には、あくまで企業の CSR 活動や NPO
活動は自主的・自発的に取り組まれている活動であり、活動を実施しているこ

と自体に大きな価値を有していることを鑑みて、マイナス評価と解される評価

手法とすることは極力控え、より持続性と社会性の高い森づくり活動を進める

上で必要となる指標・基準を示すことで、活動の活性化を側面的に支援できる

評価手法となることをめざした。

また、各企業や NPO 等による取組は、多様な目的・レベルで取り組みがな

されており、取り組みの段階によっても必要となる評価手法は異なってくると

いえる。そこで、本調査を通して開発する評価手法のみで、全ての段階の取り

組みを効果的にフォローアップできるツールとするのは一定の限界があるため、

既存の定性的な評価手法との連続性・一体性を可能な限り担保することで、段

階に応じて他の評価手法の活用を促すことを前提とした。

第３章　定性的評価について
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検討の中心的領域ではないため、省略ないしは捨象するものとする。また、紙

面の関係から特徴的なものを個別的に紹介することにし、内容が重複する要素

については省略した。

Ａ）マネジメントタイプ

１）組織・事業評価型

ここでは、森林・緑地保全活動に限らずに、幅広く企業の CSR 活動や NPO
活動に関連する評価制度のうち、組織・事業評価型の分類に挙げられる代表的

事例を抽出して、その特徴について表 3-1 にとりまとめた。

表 3-1 組織・事業評価型の代表的事例の特徴 

         
自己評価

内部評価
外部評価

事業 

サイクル 
公表性 

経済同友会 

『企業評価基準』 
○ 

△ 

（一項目）
△ 

△ 

（自主開示）

日本経済団体連合会『企業行動憲章 実

行の手引き』『ＣＳＲ推進ツール』 
○ 

△ 

（一項目）
△ △ 

環境省 

『環境会計ガイドライン』 
○ ○ ○ ○

環境経営学会 

『サスティナブル経営格付』 
○ ○ ○ ○

内閣府 

『NPO 活動の発展のための多様な評価』
○ 

△ 

（一項目）
△ △

評価みえ 

『評価システム 2000』 
○ 

△ 

（一項目）
○ △

国際協力機構 

『JICA 事業評価ガイドライン』 
○ ○ ○ ○ 

注 1):「○」は項目に該当するもの。「△」は当該項目に準ずる要素があるもの。 

これらのマネジメント・ツールを総括すると、いずれも「自己評価・内部評

価」を基本として制度設計がなされている。

なお、経済同友会『企業評価基準』や日本経済団体連合会『企業行動憲章 実

行の手引き』および『CSR 推進ツール』、環境省『環境会計ガイドライン』の

企業向けの評価ツール、内閣府『NPO 活動の発展のための多様な評価』や評

価みえ『評価システム 2000』の NPO 向けの評価ツールのいずれもが、自己評

価・内部評価の遂行を第一義とし、より多くの企業・NPO が「自己評価・内
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ス）にわたる 110 項目から構成されており、それぞれに仕組み（現状評価）

と成果（現状評価と目標設定）に分類した項目が設定され、企業経営者等に

よる自主的・自発的な取り組みを喚起するチェックリストとなっている。

なお、公表の義務はないが、「積極的なディスクロージャーが時代の流れ」

であることを付記している。

表 3-2 経済同友会「企業評価基準」における評価の仕組み 

出典：経済同友会「企業評価基準」

 

③ 環境省「環境会計ガイドライン」

環境会計とは、「企業等が、持続可能な発展を目指して、社会との良好な関

係を保ちつつ、環境保全への取組を効率的かつ効果的に推進していくことを

目的として、事業活動における環境保全のためのコストとその活動により得

られた効果を認識し、可能な限り定量的（貨幣単位又は物量単位）に測定し

伝達する仕組み」とされている。

基本的には定量的に換算できる情報を扱っているが、表 3-3 のとおり、定性

的内容も考慮した枠組みとなっている。また、内部評価として扱う「経営管

理ツール」としての側面が第一義とされているが、外部による評価を念頭に

おいた「社会とのコミュニケーション」（信頼、評価、説明責任等）としての

側面の役割を果たすこともできる制度設計となっている。さらに、「環境報告

書ガイドライン」や「事業者の環境パフォーマンスガイドライン」等の内容

を反映させることが明記されており、事業者による環境マネジメントのツー

ルとして活用することが想定されている点が特徴といえる。

Ⅰ：企業の社会的責任（CSR）

1.市場

2.環境

3.人間

4.社会

1-a.仕組み

2-a.仕組み

3-a.仕組み

4-a.仕組み

1-b.成　果

2-b.成　果

3-b.成　果

4-b.成　果

（現状評価）

（現状評価）

（現状評価）

（現状評価）

（現状評価と目標設定）

（現状評価と目標設定）

（現状評価と目標設定）

（現状評価と目標設定）

1.理念とリーダーシップ

2.マネジメント体制

3.コンプライアンス

4.ディスクロージャーと
コミュニケーション

（現状評価）

（現状評価）

（現状評価）

（現状評価）

15

11

11

10

9

10

11

6

6

9

8

4

Ⅱ：コーポレート・ガバナンス（CG）

（83）

（27）

─ �� ─



7

表 3-3 環境会計情報の構成 

構成要素 定量的情報 定性的情報 

環境保全コスト 貨幣単位 コストの内容 

環境保全効果 物量単位 効果の内容 

環境保全対策に伴う経済効果 貨幣単位 効果の内容 

出典：環境省「環境会計ガイドライン 2005 年」より引用 

出典:環境省「環境会計ガイドライン 2005 年」より 

図 3-3 環境会計ガイドラインにおける外部機能と内部機能 

④ 環境経営 サスティナブル経営格付」

この評価制度は、組織・企業の活動が、如何に持続可能な社会構築に貢献

しているかを明らかにし、分かりやすい形で多くのステークホルダーに伝え、

組織・企業と社会との間のコミュニケーションを深める上で「格付」は有効

な手法であるとの視点から実施されている。

評価は、格付参加企業が、経営評価および調査票による自己評価を行い、

その結果を格付評価委員が用意されたエビデンスにより検証する方式が採用

されており、自己評価と第三者評価を併用している点が特色といえる。

また、評価結果は「サスティナブルマネジメント・ツリー」（図3-4）として

表現するというユニークな方式が採用されている。経営、環境、社会の３分

野（大枝）のもとに、それぞれの分野に属する評価分類の21評価側面（小枝）

があり、そこに 63 の個別評価項目（葉）が位置付けてあり、この葉は組織・

企業の活動が到達している水準を５つの段階を表す葉の色で表現されており、

全体的な傾向と個別分野の傾向が一目で分かる方式が採用されている。

学会
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出典: 環境経営学会「サスティナブル経営格付」 

図 3-4 環境経営学会「サスティナブル経営格付」評価結果イメージ 

 

⑤ 内閣府「NPO 活動の発展のための多様な評価システム」

この評価制度は、NPO 活動の発展のために、どの様な評価システムが必要

であるかを検討した調査事業から生み出されたものである。

個々の NPO 法人が積極的に「評価」に取組み、その「評価」を通じて NPO
法人の業務改善や透明性等を確保し、支援者等との信頼性を醸成することが

今後必要とされる、という視点から、NPO 法人の活動を促進するためのチェ

ックシステムを「評価」と表現し、NPO 法人自らが「評価」を活用すること

を念頭において、「NPO 評価」の制度が検討された。

平成１９年度

可 良不可 該当せず

葉なし
戦略

仕組
成果

戦略

成果

優 不可

社 会経 営 環 境

Sustainable
Management Tree

秀

I　化学物質の把握
　・管理

H 資源循環および
　　廃棄物削減

G 製品・サービスの
　　環境負荷低減

F 物質・ｴﾈﾙｷﾞｰ
　　管理

J 生物多様性の保全

K 地球温暖化
　　　の防止

M 土壌・水質汚染
　　の防止・解消

N 持続可能な社会
　を目指す企業文化

A 企業統治

C 法令遵守
　　・企業倫理

D リスク戦略

E 情報戦略・
　ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

O 消費者への
　　　責任履行

P 安全で健康的
　環境の確保

Q 就業の継続性
　　確保

R 機会均等の徹底

S 仕事と私的生活
　　　の調和

U 地域社会の共通
　財産の構築

T CSR調達の推進

I　化学物質の把握
　・管理

H 資源循環および
　　廃棄物削減

G 製品・サービスの
　　環境負荷低減

F 物質・ｴﾈﾙｷﾞｰ
　　管理

J 生物多様性の保全

K 地球温暖化
　　　の防止

M 土壌・水質汚染
　　の防止・解消

N 持続可能な社会
　を目指す企業文化

A 企業統治

C 法令遵守
　　・企業倫理

D リスク戦略

E 情報戦略・
　ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

O 消費者への
　　　責任履行

P 安全で健康的
　環境の確保

Q 就業の継続性
　　確保

R 機会均等の徹底

S 仕事と私的生活
　　　の調和

U 地域社会の共通
　財産の構築

T CSR調達の推進
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なお、この評価制度では、支援者との信頼性を醸成する、という観点から、

以下の図 3-5 の通り、内部評価に加えて外部評価が重視されている。

出典：内閣府国民生活局市民活動促進課，『NPO 活動の発展のための多様な

評価システムの形成に向けて』，平成 14 年 6 月 

図 3-5 NPO 法人にとっての評価者（フィードバックを求める主体） 

 

⑥ コミュニティ・シンクタンク評価みえ「評価システム 2000」
この評価制度は、NPO が行う事業を、「事業に中心的に関わった人」が事

後に内部評価するためのシートとしている。特に、自己評価システムとして、

計画段階、実施段階、事業後と事業サイクルごとの見直しを、NPO が自ら取

り組むことを重視している点に特徴が見られる。

第三者による客観的な評価につなげていくことは想定していないが、リソ

ース提供者や受益者とのコミュニケーション評価が組み込まれており、一定

の客観性は担保できるものと推察される。

出典：コミュニティ・シンクタンク評価みえ，ホームページより 

図 3-6 「評価システム 2000」の評価構造
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⑦ 国際協力機構「JICA 事業評価ガイドライン」

「JICA 事業評価ガイドライン」は、国際協力機構が実施する各種助成プロ

グラムに関して、国際協力機構自身とともに助成先の事業実施主体を対象と

して整理している評価制度である。このため、これまで紹介した企業の CSR
活動や NPO 活動といった自主的・主体的な取り組みを基本とした評価制度と

は、若干志向性が異なる制度である。

この評価制度は、図 3-7 のように、大きくは３つの評価サイクルによって

構成されている。

第１には、個別プロジェクトの事業実施主体によって行われるもので、事

業実施の中間評価、終了時評価等の個々の段階での評価であり、その結果は

事業実施主体によりフィードバックされる。

第２には、同じく個別プロジェクトの事業実施主体や助成元によって実施

されるもので、個別プロジェクトの事業サイクルを改善する観点で行われる。

そして第３には、複数の個別プロジェクトによって構成される個別プログ

ラム毎に、国際協力機構によって実施される評価のサイクルで、国別事業実

施計画等に反映されるものである。

出典: 国際協力機構「JICA 事業評価ガイドライン」ホームページより 

図 3-7 国際協力機構の事業サイクルと評価の位置づけ 
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このように、事業実施主体による自己評価から、助成元である国際協力機

構による外部評価の両面、個別プロジェクトの PDCA サイクルの個別段階か

ら全体の事業サイクル、そして個別プログラムにおける評価と、複合的かつ

連続的な評価システムが構築されているのが、この評価制度の特徴である。

また、図 3-8 にあるように、評価を①事業関係者による事業の改善や組織

の学習といった側面と、②多様な主体への説明責任の確保といった側面と、

フィードバック先を明確にしている点も特徴であるといえる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国際協力機構「JICA 事業評価ガイドライン」ホームページより 

図 3-8 国際協力機構における評価のフィードバック概念 

 

なお、国際協力機構の個別プロジェクトにおける評価項目は、表 3-4 に示

される５項目となっている。プロジェクトに対する評価であることから、成

果（アウトカム）を評価する項目というより、そもそもプロジェクトを実施

することの意義を検証する要素や、プロジェクトの実現に向けて採用する手

法や援助の終了後も持続的に実施できるスキームを検証する要素が多くなっ

ているのが特徴である。

また、図 3-9 の事業評価の調査フローにあるように、画一的・一方的な評

価とならないように、「調査を計画」する段階を明確に位置付けている点も示

唆に富んでいるといえる。評価の目的の確認や、評価対象プロジェクトの情

報整理を経て、調査対象のプロジェクトの特性を十分に把握してから、事業

評価の方法や基準といった「評価のデザイン」を決定しており、実態に即し

て事業の効果的な検証・改善に役立つ手法となっていると推察される。
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表 3-4 国際協力機構プロジェクトにおける評価項目 

評価段階 評価内容 

① 妥当性 

（relevance） 

プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益
者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国
と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥
当か、公的資金であるODA で実施する必要があるかなどといった「援助プ
ロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

② 有効性 

（effectiveness） 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ
れているのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

③ 効率性 

（efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用され
ているか（あるいはされるか）を問う視点。 

④ インパクト 

（impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果
を見る視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

⑤ 自立発展性 

（sustainability） 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるい
は持続の見込みはあるか）を問う視点。 

注 1):評価 5 項目は、1991 年に経済協力開発機構（OECD）の開発援助委員会（DAC）で提唱さ

れた開発援助事業の評価基準。 

出典:国際協力機構「JICA 事業評価ガイドライン」ホームページより 

 

 
 
 

                     

 

 

 

出典: 国際協力機構「JICA 事業評価ガイドライン」ホームページより  

図 3-9 国際協力機構による事業評価の調査フロー 

─ 44 ─
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みとなっている点に特徴がみられる。

また、第二には認証ロゴマークが制定されており、市場や社会等へ持続可能

な森林経営を行っていることを効果的に公表し、ブランド化を図っていくこと

が可能となっている点である。

さらに、第三には「SGEC 認証林産物流通システム」も構築されているた

め、これと一体となって認証を取得することで、認証商品の新たな流通機構の

確立に向けた方向性も確立されている点である。

なお、自主的・自発的な森づくり活動において援用する際には、認証の取得

は様々な事前の調査の実施や審査を経ることが必要となるため、若干企業や

NPO 等による森づくり活動にはハードルは高い制度といえる。しかしながら、

評価基準が体系化されていることから、審査を受けるか否かは別として、この

評価基準を参考に森づくり活動を展開することは合理的であるといえる。

また、企業の森づくりには森林組合等に委託して管理を実施しているケース

も散見されるため、援用することが推奨されるケースも十分想定される。

出典：「緑の循環」認証会議冊子より 

図 3-10 SGEC による緑の循環のイメージ 

図 3-11 SGEC ロゴマーク 

─ 4� ─
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表 3-6 SGEC の７基準 

基 準 解 説 

【基準１】 

認証対象森林の明示
およびその管理方針の
確定 

森林をきちんと管理するためには、森林を所有する権利や利用する権利がは
っきりし、さらに森林の管理状態が帳簿類で整理されていることが最低限必要
です。また、森林を管理する自らの方針と計画が作成されており、その計画に
沿って定期的に見直しをしながら管理レベルの向上を図ります。  

【基準２】 

生物多様性の保全  

 

森林を管理する上で、「森林の豊かさ」を保つことが大切です。森林の豊かさと
は多様な生物種が共存できることです。森林の中に生息する生物種は、動植
物から微生物に至るまで互いに関係しあって生活しており、生物種に応じた森
林の取り扱いが必要になります。また、貴重な種がある場合には特別な配慮を
します。 

【基準３】 

土壌および水資源の保
全と維持  

森林がもたらす恵みの中でも、水資源の供給と土砂の流出防止は重要です。
特に、森林は水源を守り、清浄な飲み水をつくり、海をも豊にします。このよう
な恵みが保持されるように、伐採や林地開発など森林の利用に当っては注意
が必要です。 

【基準４】 

森林生態系の生産力
および健全性の維持 

森林から得られる様々な機能や資源が長期的に安定して享受されるために
は、伐採、更新、保育、間伐などが注意深く行われることが必要です。また、病
害虫や山火事などの森林災害には常に対策を考えておくことが必要です。 

【基準５】 

持続的森林経営のため
の法的、制度的枠組み

国内法はもとより、国際的な条約や法規制を守るとともに、地域社会の伝統的
あるいは文化的な慣習や生活上の権利を尊重することが必要です。  

【基準６】 

社会、経済的便益の維
持および増進 

美しい森林を眺めたり、その中に入って楽しんでもらうためには、地域住民や
森林で働く人々などに対して、森林管理方針の啓発・教育を行うとともに、自
然環境を守るパートナーシップを育てることが必要です。また、持続的森林経
営を推奨するため、認証森林から生産される林産物が、環境に配慮した資源
として、他の林産物と分別・表示された流通の仕組みが整えられ、市民に信頼
される環境貢献のブランドとして提供されることが必要です。 

【基準７】 

モニタリングと情報公開

森林状況は絶えず変化しているので、定期的に現場を調べ、それを地域の情
報として共有化すると共に、森林の管理方針に反映させることが大切です。 

出典：「緑の循環」認証会議ホームページより 

 

⑨ 都市緑化基金「社会・環境貢献緑地評価システム（SEGES）」
近年、企業等の環境配慮や社会的責任意識の高まりを反映して、緑豊かな社

会づくりに向けたさまざまな取り組みが展開されているものの、緑にかかわる

活動は地道なものであり、その取り組みが一般に知られていない実情にある。

このため、企業等によって創出された良好な緑空間とそこでの活動を評価・認

定することで、このような取り組みが一般に広く認められ、企業などの取り組

みへの意欲が活発化することを目的として、「社会・環境貢献緑地評価システ

ム（SEGES）」は創設された。

この制度は、３つの原理、８つの原則の中に規準が設けられており（表 3-6）、
個別の規準毎の審査結果を数値化し、原則毎にＡ～Ｅの５段階のランクに置き

換え、その後原理段階で点数をまとめ、ビション、トップランナーの点を合算

─ 4� ─
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して、５段階の認証ラベル（図 3-12）を与えるものである。

本制度の特性としては、SGEC と同様に原理・原則・基準を定めている点

や、ラベリング等がなされている点が挙げられるが、これに加えて「ビション」

「トップランナー」の点を加算して総合評価を行っている点が特徴といえる。

また、ラベルには動機付け的な側面が強い「Green stage」の階級と、経年

的な要素が判断基準に組み込まれる「Superlative stage」の階級が設けられ

ている点も特色であるといえる（表 3-7）。
この様な枠組みを総括すると、非常に評価制度としては完成度が高く、また

洗練されている制度と理解することができるが、一方ではこれらの制度を活用

している企業数に伸び悩んでいる実態にある。これは、本制度の認知度が十分

に世論で高まっていないことや、格付け的な要素が強いため最高位の評価が得

られない場合は取組として不十分な側面があることが推察できてしまう制度

であることなどから、利用が敬遠されている実情にあることが推察される。

表 3-7 「社会・環境貢献緑地評価システム（SEGES）」の原理と原則 

原 理 原 則 

第１原則 ：緑地の把握 

第２原則 ：土地利用上の緑地の安定性 
第１原理 

（土地利用の永続性） 
第３原則 ：緑地に関する法令等の遵守 

第４原則 ：緑地管理システムの確立 第２原理 

（緑地管理） 第５原則 ：緑地による外部とのコミュニケーション 

第６原則 ：存在機能の発揮 

第７原則 ：連繋機能の発揮 
第３原理 

（緑地機能の発揮） 
第８原則 ：利用機能の発揮 

ビション  企業の緑地に対する姿勢や考え方を評価 

トップランナー 企業緑化を牽引する先進的な取組みを総合的に評価 

出典：都市緑化基金「社会・環境貢献緑地評価システム（SEGES）」ホームページより 

出典：都市緑化基金「社会・環境貢献緑地評価システム（SEGES）」ホームページより 

図 3-12 「社会・環境貢献緑地評価システム（SEGES）」ラベル 

─ 4� ─
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表 3-8  SEGES ラベルの格付け 

Superlative stage 

   Excellent Stage の Stage3 を 3 回連続で維持した場合に与えられるラベル。 

Excellent Stage 1～3 

 緑地を通じた社会・環境貢献性が非常に高いと認められるサイトに与えられる。
いずれも高レベルであるが、評価委員会の厳正で詳細な評価により、Stage1～
Stage３のラベルが与えられる。 

Green stage 

   活発に緑化活動に取り組み、今後社会・環境貢献性の向上が期待できるサイトに
与えられる。 

出典：都市緑化基金「社会・環境貢献緑地評価システム（SEGES）」ホームページより 

Ｂ）活動・効果等認定タイプ

活動・効果等認定タイプは、主として定量的な側面を含めた評価制度が多く

占めているが、社会貢献としての活動として“お墨付き”を付与することで、

定性的要素を加味した評価制度となっているものが多い。

また、これらの評価制度は大別するとインプット型とアウトプット型に分類

することができる。インプット型としては、森づくり活動に係る協定締結や公

表、定量的要素のインプットに対する表彰などがあり、アウトプット型として

は、CO2 固定量を中心とした公益的機能の効果測定や第三者により評価結果を

認定する等の取組である。

近年は、地球温暖化防止としての森林保全に対する世論の注目の高まりを受

けて、「CO2 固定量」を第三者が客観的に評価し、認定する仕組みが志向され

る傾向にある。

以下に、インプットに分類される活動とアウトプットに分類される活動別に

紹介していくものとする。

３）インプット型

インプット型には、主に都道府県を中心として、都道府県と企業が森づくり

に係る協定を締結し、さらにその取り組みをプレスリリース等によって公表す

る取組を含むといえる。これは、行政等が私企業による取組が社会性ある取組

であるとして“お墨付き”的に認定している要素があるため、対象に含むと考

えることが賢明であるといえる。但し、本調査では全国各地でそのような取り

組みは多数見られるため、ここではそれらの具体的な事例紹介は、代表的な高

知県の事例のみの紹介とし、その他の特色ある制度を概観するものとする。

─ 4� ─
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⑩ 高知県「環境先進企業との協働の森づくり」事業

高知県による企業の森づくりの支援制度である「協働の森」事業は、和歌

山県や長野県等と比較すると後発の制度であるが、様々な点で社会的評価が

高まる様な仕組みを構築している点に特徴が見られる。

第一に、他の都道府県は企業の植林ニーズにも対応した制度であるのに対

して、高知県では間伐を「協働の森」事業の中心的な要素と位置付け、地球

温暖化防止としての特色付けをしている点である。植林ではなく間伐を中心

とすることで、大面積の森林整備を行うことでき、CO2 固定量も増大するた

め、県による CO2 吸収認証制度も制定することで、その特色を強調している。

第二には、対象森林を市町村有林とすることで、県及び市町村といった行

政組織と企業が協定を締結できるようにしている点である。その為、高知県

や市町村が協定締結等のプレスリリースを行うことで、各種メディアによる

記事化がなされやすいという特徴を有している。

第三には、事業名に「環境先進企業」という文言を冠したり、「協働の森」

事業のマークを制定したりすることで、高知県が「環境先進企業」としての

森づくりを認定している様な意味合いを付与している。さらに、高知県のホ

ームページのトップページや広報誌に取り組みを紹介できるようにするなど

して、メディア等への露出が高まる様に配慮されている点である。

この様に、一般的には「企業の森づくり」の支援事業と理解される枠組み

であっても、創意工夫に富んだ多様な手法を組み合わせることで社会的評価

が高まり、結果として「評価制度」が創出することの価値に近い役割を発揮

することができる枠組みを構築することはできるといえる。その為、この様

な取り組みは、評価制度を検討する際に示唆に富んでいるといえよう。

出典：高知県ホームページより 

図 3-12 高知県「協働の森」事業 ロゴマーク・CO2 吸収証書（例） 
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そこで取り組みまれている「森の貯金箱 CO2」である。この制度は、同協

議会が主催する活動や、連携するボランティア団体による森林整備活動に

個々人が参加すると、森林の二酸化炭素吸収への貢献度に応じてポイントが

付与され、その貯まったポイントで会員企業等が提供するエコ商品等の特典

と交換できる制度である。貢献度は、植林であれば植えた苗木１本あたり

2kg-CO2、間伐であれば作業参加回数１回あたり 50kg-CO2 となっており、こ

の貢献度が活動参加毎にポイントとして蓄積されるとともに、特典としての

エコ商品等が７段階の等級で分かれて提供される（表 3-10）ため、その貢献

度の多寡が評価される側面を有しているといえる。

出典：大阪府「生駒の森運営協議会」ホームページより 

図 3-13 「森の貯金箱 CO2」貯金通帳 

表 3-10 「森の貯金箱 CO2」において交換できる特典例 

CO2 貯金量（ｋｇ-CO2） 特   典 

５０ ボールペン、ミニタオルなど 

１００ エコキッチンペーパー、アートセットなど 

２００ エコバック、バット材アクセサリーなど 

３００ 再生バーク、再生炭など 

４００ 再生紙ノート 

５００ パソコン教室受講 

１０００ 森の達人認定書 

出典：大阪府「生駒の森運営協議会」ホームページより 
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個人を対象としたシステムであるが、等級分けが明確となっており、かつ

ポイントに応じた景品などが準備されているため、実利的な側面も担保され

ている点は注目に値する。

 

⑬ 静岡県「未来の森サポーター制度」

この制度は、環境・社会貢献活動として森づくり活動等を希望する企業に、

森林保全・整備や森林環境教育、学校林や緑の少年団等の多様なタイプのフ

ィールドや団体を県が仲介・斡旋して、企業による森づくり活動等を促進す

るものである。

その一環として取り組みが検討されているのが、協定に基づく取組内容に

応じて、主にインプットの部分についての認定書の発行及び表彰を静岡県が

行うものである。現在は検討段階であるが、定量的な効果測定が難しい従業

員の参加や地域との連携に関する要素を組み込んでいる点に特徴があり、今

後の展開が注目される。

出典：静岡県「静岡森づくり情報」より 

図 3-14 静岡県「未来の森サポーター制度」認定書（例） 

４）アウトプット型

アウトプット型には、主に国有林や都道府県を中心として、協定を締結した

「法人の森林」や「企業の森」における環境貢献度について算出し、その評価

結果を認定証等の形で企業に提示するものが中心といえる。

そして、これらの取り組みをプレスリリース等によって公表したり、都道府
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県の温暖化防止条例に基づいて事業者排出量削減計画の目標達成の補完的手段

として森林による吸収量を充当できるようにしたりするなど、多様な創意工夫

に富んだ方法が見られる。

但し、二酸化炭素吸収量等を中心に、国有林は公共事業における事前評価手

法を、和歌山県は 100 年分の固定量の推定値を、また高知県は実質的な成長量

を測定する方法を採用するなど、その算出方法が異なっている点は今後の課題

と言える。

なお、ここでは上記のような制度については具体的な事例紹介は、暖化防止

条例に対応させた制度を構築するなどで代表的な取り組みをしている京都府の

事例のみとし、その他の特色ある制度を中心に概観するものとする。

⑭ 京都府「京都府森林吸収量認証制度」

その中、「京都府地球温暖化対策条例」では、“森林の保全及び整備”を地球

温暖化対策の一つとして位置付け、事業者排出量削減計画の目標達成の補完的

手段としてこれを認めている。

なお、事業者が森林の保全及び整備を地球温暖化対策の一つとして事業者排

出量削減報告書に記載するためには、「京都府森林吸収量認証制度」による認証

（森林吸収量の算定。認証機関：「京都モデルフォレスト協会」）を受ける必要

があることとなっている。

出典：京都府「森林吸収量認証制度」より 

図 3-15 京都府「森林吸収量認証制度」フローチャート 

京  都  府

モデルフォレスト

推進課

地球温暖化対策課

②排出量削減計画
書提出

①森林整備、吸収量
算定の相談等

⑥排出量削減報告書提出
（認証書を添付）

森   林

認証指定機関

認証機関の指定

④森林吸収量の
認証申請

③森林づくり活動参加、
資金提供等

⑤認証（吸収量
の計算）

 指導・助言

企    業

森林づくり活動支援
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出典：北海道「森林機能の評価基準」より
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出典：北海道「森林機能の評価基準」ホームページより 

図 3-16 北海道「森林機能の評価基準」の実践のための野帳（水土保全機能） 

（３）類型別の評価制度の目的と特徴

（２）で紹介した各分類の評価制度は、それぞれの特徴を評価要素・手法及

び公表方法という観点で大まかに整理すると、表 3-12 のような特徴付けをす

ることができる。

表 3-12 分類別の評価手法の概要 

 分 類 性質 評価要素・手法 公表方法 

組織・事業評価型 定性 
○総括的な要素を明示 

○自己評価が中心 

なし（一部で外部

公表を想定） マネジメント 

タイプ 
森林・緑地評価型 

定量 

定性 

○体系的に基準を明示 

○第三者による現地審査 

マーク付与による

ブランド 

インプット型 
定量 

（定性）

○活動の実施・経費投入 

○協定締結・感謝状 

協定書・マーク・ 

プレスリリース等 活動・効果

等認定 

タイプ アウトプット型 
定量 

（定性）

○森林の公益的機能 

○定量的評価（貨幣換算

等を含む）が中心 

認定証付与 

プレスリリース等 
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CSR
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（３）森づくりを通して発揮する３つの社会性と企業・地域・社会の

WIN-WIN-WIN の関係づくり

（２）の要素の延長ともいえる視点ではあるが、「国民参加の森林づくり」と

して企業や市民等が参加した森づくり活動を促進する際には、参加する企業等

と受け入れる地域、そして幅広い社会全体のそれぞれがメリットを享受しなが

ら支えあえる、WIN-WIN-WIN の関係が構築できるようにデザインすること

が賢明である。持続的な活動を展開するためにも、何れかの主体のみがメリッ

トを享受し、それを他者が支える関係とならないような配慮が不可欠である。
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WIN-WIN-WIN 3-15

13 NPO
NPO

NPO
NPO NPO
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出典：内閣府国民生活局市民活動促進課，『NPO 活動の発展のための多様な評価システムの形

成に向けて』、平成 14 年 6 月より 

図 3-19 NPO 法人を取り巻く主体と NPO 法人に対する評価の視点 
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新たな

森づくり活動への興味・関心層

（企業・NPO・学校等）

③マーク付与 

②表彰
制度

持続性が考慮されて

いる森づくり 

②『表彰制度』 

［対象］トップランナー等の

モデル的な取組

［評価］第三者が客観的に審査

③『マーク』付与 

［対象］持続性への配慮意識の

ある取組（ミニマム）

［評価］基準をもとに自己申告

持続性が考慮されていない 

森づくり 

○『顕彰制度』 

［対象］一定水準を満たす取組

［評価］第三者による成果確認

○『ポイント制』 

［対象］一定水準を満たす取組

［評価］第三者による実績確認

＊持続性が考慮されていない森づくり

は対象外（対象外とすることで“持

続性”ある森づくりの必要性を強調）

①『マネジメント・ツール』 

［対象］全ての団体

［評価］自己評価（外部による

指導・助言機会を創設）

《実施段階》 

実施（優良）

↑

実施（並）

↑

未実施

無関心 → 意 図 → 成 果

《持続性への配慮》

 

 

ﾎﾟｲﾝﾄ

顕 彰

① マネジメント・ツール 

③ マーク付与

② 表彰 

図 3-21 定性的評価ツールの開発イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-22 定性的評価ツールの活用によるステップアップ 
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CSR NPO

CSR
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書き込み欄

43
重
要

44
任
意

45
任
意

46
任
意

47
任
意

48
任
意

49
任
意

50
任
意

51
任
意

52
任
意

53
任
意

54
任
意

55
任
意

15）
メンバー等
への普及・
教育機会・
場の提供

大項目 チェックポイント 実施状況

メンバーや関係者に森づくり活動の
内容を情報公開している。

はい
いいえ
これから

14）
メンバー等
への森づく
り活動の情
報公開・情
報発信

メンバーや関係者に森づくり活動の
大切さやその成果を普及している。

はい
いいえ
これから

メンバーやその家族などが森林と親
しむ機会や場所を提供している。

はい
いいえ
これから

メンバーによる森林ボランティア活動
や環境教育・研修の機会や場所を提
供している。

はい
いいえ
これから

メンバーやその家族などと地域住民
等との交流が図られる活動をしてい
る。

はい
いいえ
これから

メンバーやその家族などの健康づく
り・生きがいづくりを意識した活動を
している。

はい
いいえ
これから

森づくり活動の内容を社会に情報公
開している。

はい
いいえ
これから

市民に森づくり活動の大切さや活動
の成果を積極的に普及している。

はい
いいえ
これから

市民が森林と親しむ機会や場所を提
供している。

はい
いいえ
これから

市民による森林ボランティア活動や
環境教育の機会や場所を提供して
いる。

はい
いいえ
これから

次世代を担う子ども等の森林ボラン
ティア活動や環境教育の機会や場所
を提供している。

はい
いいえ
これから

地域住民と都市住民等の交流が図
られる活動をしている。

はい
いいえ
これから

市民の健康づくり・生きがいづくりを
意識した活動をしている。

はい
いいえ
これから

６
　
一
般
市
民
等
を
対
象
と
し
た
取
組

５
　
内
部
関
係
者
を
対
象
と
し
た
取
組

16）
メンバー等
への交流、
健康・生き
がいづくり
活動の実
施

17）
森づくり活
動の幅広い
情報公開・
情報発信

18）
一般等へ
の普及・教
育機会・場
の提供

19）
一般等へ
の交流・健
康づくり活
動の実施
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Ⅲ.地域の持続性の向上（地域貢献）　《受入側》

書き込み欄

56
重
要

57
任
意

58
任
意

59
任
意

60
任
意

61
重
要

62
任
意

63
任
意

64
重
要

65
任
意

66
任
意

『 森づくり活動チェックシート ～より持続的で魅力的な森づくりとするために 』

大項目 チェックポイント 実施状況

はい
いいえ

これから

森づくり活動について、近くの住民と
情報交換をしている。

はい
いいえ

これから

近くの住民の意向を反映した森づくり
や連携・協働した森づくり活動をして
いる。

はい
いいえ

これから

はい
いいえ

これから

行政と連携・協働した森づくり活動を
している。

はい
いいえ

これから

22）森林管
理者（事業
者等）との
対話・連
携・協働等

森林を管理する森林組合や事業者と
情報交換をしている。

はい
いいえ

これから

森林組合や事業者などの意見などを
反映した森林管理を行っている。

はい
いいえ

これから

周辺地域での取り組みと一体となっ
た森林管理を行っている。

はい
いいえ

これから

はい
いいえ

これから

森林にかかわるNPOや地域組織な
どの意見などを反映した森づくりや、
地域と一体となった森づくりをしてい
る。

はい
いいえ

これから

専門家・実践者などの指導や助言を
受けている。

はい
いいえ

これから

23）
活動運営
者（森林
NPO等）と
の対話・連
携・協働等

７
　
森
づ
く
り
活
動
の
実
施
に
係
る
関
係
者
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
l

シ
ョ
ン
等

森林にかかわるNPOや地域組織な
どと情報交換をしている。

20）
森林所有
者･近隣住
民との対
話・連携・
協働等

森林所有者と情報交換しながら、
いっしょに活動している。

21）
行政担当
部署（県や
市町村）と
の対話・連
携・協働等

地域行政の森づくり担当部署と情報
交換をしている。
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書き込み欄

67
任
意

68
任
意

69
任
意

70
任
意

71
任
意

72
任
意

73
任
意

74
任
意

75
任
意

76
任
意

77
任
意

実施状況

８
　
地
域
社
会
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
l
シ
ョ
ン
等

24）
地域集落と
の対話・連
携・協働等

地域社会や地域文化の理解につと
め、それらと調和した活動となるよう
配慮している。

はい
いいえ
これから

メンバーや参加者が地域の人々と交
流している。

はい
いいえ
これから

地域活動に参加・協力したり、地域と
連携・協働した活動をしている。

はい
いいえ
これから

25）
行政（県や
市町村等）
との対話・
連携・協働
等

大項目 チェックポイント

地域行政の森づくり以外の関連部署
とも情報交換をしている。

はい
いいえ
これから

地域行政と連携・協働した活動をし
ている。

はい
いいえ
これから

26）
地域の事
業者等との
対話・連
携・協働等

幅広い事業者などを活用して活動し
ている。

はい
いいえ
これから

幅広い事業者などと情報交換をして
いる。

はい
いいえ
これから

幅広い事業者などとの連携・協働し
た活動をしている。

はい
いいえ
これから

27）
地域づくり
に関わる主
体との対
話・連携・
協働等

地域づくり団体などと情報交換をして
いる。

はい
いいえ
これから

地域づくり団体などの呼びかけに応
じて、地域活動に参加・協力してい
る。

はい
いいえ
これから

地域づくり団体などと連携・協働した
活動をしている。

はい
いいえ
これから

─ �� ─



─ �� ─


